
実証実験内容について

平成24年4月23日

日本電気株式会社

資料５



NEC Confidential

目次

© NEC Corporation 2012Page 2

１．実証実験の考え方

２．実証実験の進め方

３．実証実験①

４．実証実験②

５．概算スケジュール



NEC Confidential

１ 実証実験の考え方

今回の震災において特徴的かつ多くの被災団体で生じた事象を教訓とする

ICTが利用できない場合も想定し、訓練も含めた実証とする

一部の先進団体のみではなく全国の団体にとって参考となる実証とする

東日本大震災の事象 実証実験の内容

行政自らの被災、
行政機能の移転

電源、通信
インフラの喪失

住民データの喪失

主な検証ポイント

 団体間連携
 業務標準化

 住民への情報提
供手段

 遠隔バックアップ
 クラウド利用

 複数団体の連携によるり災証明等の発行（実証実験①）
 A市が被災したとの想定で、B町の住民窓口にてA市民のり災

証明等を発行
 汎用的なバックアップフォーマットとして「中間標準レイアウト」

の利用可能性の検証
 業務支援システムの有効性の検証

 住民へのシームレスな情報提供（実証実験②）
 被災によりA市HPがダウンしたとの想定
 代替手段（クラウドサービス等）による災害時情報発信サイト

の運用
 コンテンツ作成、発信に至る一連の手順の評価
 住民による災害時情報発信サイトへのアクセスが困難な状況

を想定した机上検討

基本的考え方基本的考え方

東日本大震災の教訓と実証内容東日本大震災の教訓と実証内容

汎用性・実効性のある
ICT-BCPガイドラインへ

目的目的

東日本大震災で得られた教訓をもとに、発災後の段階に応じた業務継続のあり方・情報提供の実施方法を検討するとともに、有効性あるＩＣＴ
の活用方法について、複数自治体による実証実験を通して検証すること。
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２ 実証実験の進め方

実証フィールド
（※）への確認

被災シナリオの
作成

実証実験①
複数団体の連携による証明書の発行

実証実験②
住民へのシームレスな情報提供

ＩＣＴ－ＢＣＰガ
イドラインへ反

映
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被災シナリオを策定し、発災後の段階に応じた業務継続のあり方・情報提供の実施方法を
検討し実証実験を行う。その評価結果をＩＣＴ－ＢＣＰガイドラインに反映する。

・現状の証明交付
関連手順確認

・運用体制確認
・制度上の制約

etc.

おおよその被害想定、
職員の役割分担、運用
手順、対応手順を想定。
（既存のＢＣＰと整合が取
れない部分についてはＢＣ
Ｐの見直しを検討）

実証実験①、②では被
災想定を共有

職員の役割、作業も全
体像として整理

・想定される情報内容
・現状の情報リソース
・現行確認手順
・現行の承認ルート

etc.

被災シナリオにおいて
想定された分担、手順
に基づく実証結果を評価

課題や問題点をフィード
バックし実践可能なBCP
のガイドラインの改訂
につなげる

複数団体協同によるBCP
を実証結果に基づき追加

り災証明その他の証明書を被災団体
と支援団体の協同で発行
必要な制度、手順、体制、技術
（機能）の評価、課題分析
想定手順の実現可能性を検証・評価

災害時の情報収集、コンテンツ作成、
公開、管理手順の検証
それらを実施し、分かりやすく公開
する技術の評価
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３ 実証実験①複数団体による証明書の発行（１/３）
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被災団体

支援団体

住民は近隣自治体などへ避難
・甚大災害の発生
・庁舎、業務システムとも利用困難
・多くの職員は現地対策、情報収集、発信
などを担う

・住民は順次近隣自治体などへ避難
・最低限必要な証明発行のためのセンタ設置 ・避難してきた住民の受け入れ

・各種支援対応に職員を派遣
・協定に基づき避難民の本人確認などの事務
を分担

・被災団体職員の協同で最低限必要な証明
書などの発行を実施

Ａ市 人口４０万人規模

Ｂ町 人口５万人規模

Ｃ町 人口１万人規模

実証フィールド
※実証パターンはＡ市支援団体役、Ｂ町被災団体役他

数パターンを実施予定です。

甚大災害に備え、他団体の支援を得ながら業務継続

本人確認、証明発行のフロント部分を他団体の
支援で実施、審査などのバック部分を被災団
体が実施、それを支援するICTの検討

事前協定などの制度面の検討
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３ 実証実験①複数団体による証明書の発行（２/３）

制度面の評価：
・支援団体と被災団体が協力してサービスを実施するために、役割分担、作業手順、責任範囲、事前に結ぶべき協定など
・セキュリティインシデント発生時の対応への応用の可能性など

支援団体
寒川町

弊社電子申請ASPサービス

電子申請受付 電子申請審査

インターネット

フロント業務

被災団体
藤沢市 バック業務

住民記録システム
データセンタ

バックアップ
発行システム

定期的なデータバックアップ

発行センタ

業務画面

審査画面

申請画面

VPNバック業務

Ａ市

Ｂ町
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電子申請の仕組みを応用したフロント、バックの業務分担

不慣れな職員で
も操作可能な画
面。
本人確認などの
運用手順。
情報連携方法。

遠隔地からの情
報に基づく審査、
発行手順。
記録の保存、後
日のサポートへ
の備え。

既存の電子申請の
仕組みを応用し、
フロント（避難場
所）とバック（発
行センタ）の連携
を実現

協同利用可能な発
行の仕組み。
中間フォーマット
を活用したデータ
移行。

協同作業の評価 交付技術の評価
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３ 実証実験①複数団体による証明書の発行（３/３）
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フロントの拡大にも柔軟に対応できる仕組み

実証実験では一か所
の避難場所を想定し
て実施するが、電子
申請につながりさえ
すれば、全国どこか
らでも利用可能。
実際に、被災者は広
く全国に避難するこ
とが考えられる。

最終的な審査、判断
は発行センタで一元
化する。
このことで発行に関
わる判断精度を均質
化する。
制度上の問題点への
対応も含む。
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４ 実証実験②住民へのシームレスな情報提供（１/２）
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被災時の混乱状態でも住民へ迅速な情報提供を行う手順の検討

手順の評価 情報リソースの整理、手順、権限のあり方。
・情報をどこから収集するのか
・どの様に整理するのか
・発信の許可、判断はどの様に行うのか

検討内容の例）
・計画停電情報、公共交通機関情報など、発信源が自治体でない情報の扱いはどうするか
・それらの正確な情報を電力会社や鉄道会社からどう入手するか
・収集した情報をどう分かりやすくまとめるか（標準化できるのか）
・収集した情報の発信を情報の重要性に応じて承認権限を分けるか
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４ 実証実験②住民へのシームレスな情報提供（２/２）
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検討した手順に基づき、被災シナリオに沿って情報発信訓練を実施

技術の評価 手早く情報を整理し、発信する仕組み。
公開の許可などコントロールの仕組み。
誰でもアクセスしやすく、分かりやすい発信方法。

※ 訓練に利用するツールはクラウドサービスを想定
（被災直後の紙ベース等での情報発信は机上検討）

被災団体職員

被災シナリオ

例）

○月○日○時○分 避難所開設

○月○日○時○分 ボランティア募集開始

…

情報発信内容

避難所の場所通知

ボランティアの募集情報…
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５ 概算スケジュール
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